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条 例 の あ ら ま し 

○ 市民の健康と安全を確保する環境の保全に関する条例の一部を改正する条 

  例（ 第39号）

1  改正内容 

(1) 自主調査報告制度の効率化及び合理化のため規定を整備します。（第 

57条の 2、第58条、 第58条の 4、 第58条の 8及び第 129条関係） 

  (2) 管理区域の台帳による情報管理について規定を整備します。（第59条 

関係） 

  (3) 汚染土壌の有効活用について規定を整備します。 （ 第60条、第60条の 

3、第60条の 5、第60条の 6、第 131条及び第 134関係）  

  (4) その他規定を整理します。（第58条の 2及び第60条の 4関係） 

2  施行期日 

    令和 3年 8月 1日から施行します。ただし、 一部の規定は、 同年10月 1 

日から施行します。  

○ 名古屋市保健衛生関係手数料条例の一部を改正する条例（第40号） 

 1  改正内容 

医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（ 

昭和35年法律第 145号）等の一部改正に伴い、規定の整理を行います。（ 

第 2条関係） 

 2  施行期日 

令和 3年 8月 1日から施行します。 

○ 名古屋市休養温泉ホーム松ケ島条例を廃止する条例（第41号） 

 1  廃止内容 

名古屋市休養温泉ホーム松ケ島を廃止します。 

 2  施行期日 

令和 4年 4月 1日から施行します。 
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○ 名古屋市立中央看護専門学校条例を廃止する条例（第42号） 

 1  廃止内容 

名古屋市立中央看護専門学校を廃止します。 

 2  施行期日 

規則で定める日から施行します。 

○  名古屋市子ども・子育て支援法施行条例の一部を改正する条例（第43号） 

1  改正内容  

子ども・子育て支援法施行令（平成26年政令第 213号）の一部改正に伴 

い、規定の整備を行います。（別表関係）  

2  施行期日  

    公布の日から施行します。  

規 則 の あ ら ま し 

○ 名古屋市市税条例施行細則及び名古屋市市税減免条例施行細則の一部を改 

正する規則 

 1  改正内容 

   税務総合情報システムの再構築に伴い、規定の整備を行います。（名古 

  屋市市税条例施行細則（昭和31年名古屋市規則第39号）第33条及び様式並 

  びに名古屋市市税減免条例施行細則（平成20年名古屋市規則第83号）第 4 

  号様式及び第 5号様式関係） 

 2  施行期日 

   令和 4年 1月 4日から施行します。 
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 市民の健康と安全を確保する環境の保全に関する条例の一部を改正する条例 

をここに公布する。     

  令和 3 年 7 月14日 

                 名古屋市長  河  村  た か し 

名古屋市条例第39号 

   市民の健康と安全を確保する環境の保全に関する条例の一部を改 

   正する条例 

市民の健康と安全を確保する環境の保全に関する条例（ 平成15年名古屋市条 

例第15号） の一部を次のように改正する。  

 第57条の 2 の見出し中「 報告」 を「 報告等」 に改め、 同条に次の 2 項を加え

る。  

2  市長は、 前項の規定による報告を受けた場合において、 土地が次条第 1 項

第 2 号又は第58条の 4 第 1 項の規則で定める基準に該当すると認めるときは、

規則で定めるところにより、 当該土地の所有者、 管理者又は占有者（ 以下「

所有者等」 という。 ） に対し、 当該土地の土壌及び当該土地にある地下水の

特定有害物質による汚染の状況について、 指定調査機関に土壌汚染等対策

指針で定める方法により調査させて、 その結果を報告すべきことを命ずる

ことができる。

3  第56条の規定は、 前項の規定による調査について準用する。 この場合にお 
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いて、 同条第 1 項中「 特定有害物質等取扱事業者」 とあるのは「 土地の所有

者等」 と、 同条第 2 項中「 当該特定有害物質等取扱事業者」 とあるのは「 当

該土地の所有者等」 と読み替えるものとする。

 第58条第 1 項各号列記以外の部分に次のただし書を加える。

  ただし、 規則で定める場合は、 この限りでない。  

 第58条の 2 第 1 項中「 所有者、 管理者又は占有者（ 以下「 所有者等」 とい

う。 ） 」 を「 所有者等」 に改める。  

 第58条の 4 第 1 項に次のただし書を加える。  

  ただし、 規則で定める場合は、 この限りでない。  

 第58条の 8 第 1 項に次のただし書を加える。  

  ただし、 規則で定める場合は、 この限りでない。  

 第59条の見出しを「 （ 管理区域等台帳） 」 に改め、 同条第 1 項中「 及び形質

変更時届出管理区域」 を「 、 形質変更時届出管理区域の台帳、 第58条第 4 項の

規定により同条第 1 項の規定による指定が解除された措置管理区域の台帳、 第

58条の 4 第 2 項の規定により同条第 1 項の規定による指定が解除された拡散防

止管理区域の台帳、 第58条の 8 第 2 項の規定により同条第 1 項の規定による指

定が解除された形質変更時届出管理区域の台帳及び第58条第 1 項ただし書、 第

58条の 4 第 1 項ただし書又は第58条の 8 第 1 項ただし書の規定の適用を受けた

土地」 に、 「 管理区域台帳」 を「 管理区域等台帳」 に改め、 同条第 2 項及び第

3 項中「 管理区域台帳」を「 管理区域等台帳」 に改める。  

 第60条第 1 項第 4 号中「 及び当該管理汚染土壌を処理する者」 を削り、 同項

中第 7 号を第10号とし、 第 6 号を第 9 号とし、 同項第 5 号中「 管理汚染土壌」

の次に「 を処理する場合にあっては、 当該管理汚染土壌」 を加え、 同号を同項

第 6 号とし、 同号の次に次の 2 号を加える。

 (7) 当該管理汚染土壌を第60条の 3 第 1 項第 2 号に規定する土地の形質の変

更に使用する場合にあっては、 当該土地の形質の変更をする形質変更時届

出管理区域の所在地 

 (8) 当該管理汚染土壌を第60条の 3 第 1 項第 3 号に規定する土地の形質の変

更に使用する場合にあっては、 当該土地の形質の変更をする管理区域の所

在地 
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 第60条第 1 項第 4 号の次に次の 1 号を加える。

 (5) 当該管理汚染土壌を処理する場合にあっては、 当該管理汚染土壌を処理

する者の氏名又は名称 

 第60条第 4 項第 1 号中「方法が」の次に「次条の」を加える。 

第60条の 3 第 1 項中第 3 号を第 5 号とし、 第 2 号を第 4 号とし、 第 1 号の次

に次の 2 号を加える。

 (2) 自然由来等形質変更時届出管理区域内の自然由来等土壌を、 次のいずれ

にも該当する他の自然由来等形質変更時届出管理区域内の土地の形質の変

更に自ら使用し、 又は他人に使用させるために搬出を行う場合 

  ア 当該自然由来等形質変更時届出管理区域と土壌の特定有害物質による 

汚染の状況が同様であるとして土壌汚染等対策指針で定める基準に該当 

する自然由来等形質変更時届出管理区域 

  イ 当該自然由来等土壌があった土地の地質と同じであるとして土壌汚染 

   等対策指針で定める基準に該当する自然由来等形質変更時届出管理区域 

 (3) 一の土壌汚染等調査又は自主調査の結果に基づき指定された複数の管理

区域の間において、 一の措置管理区域から搬出された管理汚染土壌を他の

措置管理区域内の土地の形質の変更に、 一の拡散防止管理区域から搬出さ

れた管理汚染土壌を他の拡散防止管理区域内の土地の形質の変更に、 又は

一の形質変更時届出管理区域から搬出された管理汚染土壌を他の形質変更

時届出管理区域内の土地の形質の変更に自ら使用し、 又は他人に使用させ

るために搬出を行う場合 

 第60条の 3 第 2 項中「 前項本文」 を「 第 1 項本文」 に改め、 同項を同条第 3

項とし、 同条第 1 項の次に次の 1 項を加える。  

2  前項第 2 号の「 自然由来等形質変更時届出管理区域」 とは、 形質変更時届

出管理区域のうち、 土壌汚染等調査又は自主調査の結果、 当該土地の土壌の

特定有害物質による汚染が専ら自然又は専ら当該土地の造成に係る水面埋立

てに用いられた土砂に由来するものとして、 土壌汚染等対策指針で定める要

件に該当する土地の区域をいい、 同号の「 自然由来等土壌」 とは、 当該区域

内の管理汚染土壌をいう。  

 第60条の 4 第 2 号中「 同条第 2 項」 を「 同条第 3 項」 に改める。
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 第60条の 5 に次の 1 項を加える。  

9  前各項の規定は、 管理汚染土壌を他人に第60条の 3 第 1 項第 2 号又は第 3

号に規定する土地の形質の変更に使用させる場合について準用する。 この場

合において、 第 1 項中「 （ 当該委託が管理汚染土壌の処理のみに係るもので

ある場合にあっては、 その処理を受託した者） 」 とあるのは「 （ 運搬を委託

しない場合にあっては、 当該管理汚染土壌を土地の形質の変更に使用する

者） 」 と、 「 運搬又は処理を受託した者」 とあるのは「 運搬を受託した者又

は土地の形質の変更に使用する者」 と、 第 3 項中「 処理を委託された者」 と

あるのは「 土地の形質の変更に使用する者」 と、 第 4 項中「 の処理を受託し

た者（ 以下「 処理受託者」 という。 ） 」 とあるのは「 を土地の形質の変更に

使用する者（ 以下「 土壌使用者」 という。 ） 」 と、 「 処理を終了した」 とあ

るのは「 土地の形質の変更をした」 と、 「 処理を委託した」 とあるのは「 土

地の形質の変更に使用させた」 と、 第 5 項中「 運搬又は処理が終了した」 と

あるのは「 運搬が終了し、 又は土地の形質の変更が行われた」 と、 第 6 項中

「 委託に係る管理汚染土壌の運搬又は処理」 とあるのは「 運搬又は土地の形

質の変更」 と、 前項中「 処理受託者」 とあるのは「 土壌使用者」 と読み替え

るものとする。  

 第60条の 6 第 1 項中「 前条第 3 項」 の次に「 （ 同条第 9 項において準用する

場合を含む。 ） 」 を加え、 同条第 2 項中「 受託していない」 の次に「 又は管理

汚染土壌を土地の形質の変更に使用しない」 を、 「 前条第 4 項」 の次に「 （ 同

条第 9 項において準用する場合を含む。 ） 」 を加え、 同条第 3 項中「 又は処理

受託者」 を「 、 処理受託者又は管理汚染土壌を第60条の 3 第 1 項第 2 号若しく

は第 3 号に規定する土地の形質の変更に使用する者」 に、 「 又は処理を終了」

を「 若しくは処理を終了していない又は管理汚染土壌を土地の形質の変更に使

用」 に改め、 「 第 4 項」 の次に「 （ これらの規定を同条第 9 項において準用す

る場合を含む。 ） 」 を加える。  

 第1 2 9条第 1 号中「 第55条第 3 項」 の次に「 、 第57条の 2 第 2 項」 を加える。 

 第1 3 1条第 4 号中「 同条第 2 項」 を「 同条第 3 項」 に改め、 同条第 5 号中「

同条第 2 項」 の次に「 （ 同条第 9 項において準用する場合を含む。 ） 及び第 9

項」 を加え、 同条第 6 号中「 第 4 項」 の次に「 （ これらの規定を同条第 9 項に
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おいて準用する場合を含む。 ） 」 を加え、 同条第 7 号中「 第60条の 5 第 3 項後

段」 の次に「 （ 同条第 9 項において準用する場合を含む。 ） 」 を加え、 同条第 

8 号中「 第 8 項」 の次に「 （ これらの規定を同条第 9 項において準用する場合

を含む。 ） 」 を加える。

 第1 3 4条第 1 号中「 第56条第 1 項」 の次に「 （ 第57条の 2 第 3 項において準

用する場合を含む。 ） 」 を、 「 第60条の 5 第 6 項」 の次に「 （ 同条第 9 項にお

いて準用する場合を含む。 ） 」 を加える。  

   附 則 

 （ 施行期日）  

1  この条例は、 令和 3 年 8 月 1 日（ 以下「 施行日」 という。 ） から施行する。 

ただし、 第57条の 2 の見出しの改正規定、 同条に 2 項を加える改正規定、 第

1 2 9条第 1 号の改正規定及び第1 3 4条第 1 号の改正規定（ 「 第56条第 1 項」 

の次に「 （ 第57条の 2 第 3 項において準用する場合を含む。 ） 」 を加える部

分に限る。 ） 並びに次項の規定は、 同年10月 1 日（ 以下「 一部施行日」 とい

う。 ） から施行する。  

 （ 経過措置）  

2  この条例による改正後の市民の健康と安全を確保する環境の保全に関する

条例（ 以下「 新条例」 という。 ） 第57条の 2 第 2 項及び第 3 項の規定は、 一

部施行日以後に同条第 1 項に規定する自主調査に着手する者について適用す

る。

3  新条例第60条第 1 項の規定は、 施行日から起算して14日を経過する日以後

に管理汚染土壌を当該管理区域（ 同項に規定する管理区域をいう。 ） 外へ搬

出しようとする者（ その委託を受けて当該管理汚染土壌の運搬のみを行おう

とする者を除く。 ） について適用する。  

9



名古屋市保健衛生関係手数料条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和 3年 7月14日 

                 名古屋市長  河  村  た か し 

名古屋市条例第40号 

   名古屋市保健衛生関係手数料条例の一部を改正する条例 

名古屋市保健衛生関係手数料条例（平成12年名古屋市条例第47号）の一部を

次のように改正する。 

第 2条第 1項第17号の 5中「第12条第 2項」を「第12条第 4項」に改め、同

項第17号の 7中「第13条第 3項」を「第13条第 4項」に改め、同項第17号の 9

中「第14条第13項」を「第14条第15項」に改め、同項第19号の 3中「第39条第 

4項」を「第39条第 6項」に改め、同項第19号の 4中「第 1条の 5第 1項」を 

「第 2条の 3第 1項」に改め、同項第19号の 5中「第 1条の 6第 1項」を「第 

2条の 4第 1項」に改める。 

附 則 

この条例は、令和 3年 8月 1日から施行する。 

10



 名古屋市休養温泉ホーム松ケ島条例を廃止する条例をここに公布する。 

令和 3年 7月14日 

                 名古屋市長  河  村  た か し 

名古屋市条例第41号 

   名古屋市休養温泉ホーム松ケ島条例を廃止する条例 

名古屋市休養温泉ホーム松ケ島条例（昭和56年名古屋市条例第18号）は、廃

止する。 

附 則 

この条例は、令和 4年 4月 1日から施行する。 
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 名古屋市立中央看護専門学校条例を廃止する条例をここに公布する。 

  令和 3年 7月14日 

                 名古屋市長  河  村  た か し 

名古屋市条例第42号 

   名古屋市立中央看護専門学校条例を廃止する条例 

名古屋市立中央看護専門学校条例（昭和50年名古屋市条例第23号）は、廃止

する。 

附 則 

この条例の施行期日は、規則で定める。 
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 名古屋市子ども・子育て支援法施行条例の一部を改正する条例をここに公布 

する。 

  令和 3年 7月14日 

                 名古屋市長  河  村  た か し 

名古屋市条例第43号 

名古屋市子ども・子育て支援法施行条例の一部を改正する条例    

名古屋市子ども・子育て支援法施行条例（平成27年名古屋市条例第53号）の

一部を次のように改正する。 

 別表備考第 7項中「児童福祉法（昭和22年法律第 164号）」の次に「第 6条

の 3第 8項に規定する小規模住居型児童養育事業を行う者又は同法」を、「か 

かわらず、」の次に「小規模住居型児童養育事業を行う者又は」を加える。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後の名古屋市子ども

・子育て支援法施行条例の規定は、令和 3年 4月 1日から適用する。 
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 名古屋市市税条例施行細則及び名古屋市市税減免条例施行細則の一部を改正 

する規則をここに公布する。 

  令和 3 年 7 月16日 

                 名古屋市長  河  村  た か し 

名古屋市規則第75号 

   名古屋市市税条例施行細則及び名古屋市市税減免条例施行細則の 

   一部を改正する規則 

 （名古屋市市税条例施行細則の一部改正） 

第 1 条 名古屋市市税条例施行細則（昭和31年名古屋市規則第39号）の一部を 

 次のように改正する。 

  第33条第18号の 2 、第18号の 3 及び第51号の 2 を削り、同条第61号中「固

        決定 
 定資産価格等    登録通知書」を「固定資産価格等決定（修正）登録通 
        修正 

 知書」に改める。 

  第 4 号様式中 

（ ）

14



 「            「 

             を            に、 

            」            」 

 「      「                           

       を      に、 

      」      」 

 「                     

                     」 

 「                    

                     」 

  第 6 号様式を次のように改める。 

税  額 延 滞 金 額 滞納処分費 

円 円 円 
を 

  税 額（円） 延滞金額（円）

に改める。 

税  目 年度 年 度 税  目

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 
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 第 6 号様式 

    〔備考〕 1  行政不服審査法第82条第 1 項及び行政事件訴訟法第46条第 1 項の規定に基づき教示を行う 

         ものとする。 

         2  用紙の大きさは、日本産業規格Ａ 4 とする。 
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  第 8 号様式中 

 「           

                                  」 

 を 

 「    

                                  」 

 に、 

 「    

                                  」 

 を 

年 度 税  目  期月等 納期限 税 額 （ 円 ） 延滞金額（円）

上記のうち徴収の猶予を受けようとする金額（円） 

す

べ

き

徴

収

金

納

付

（

納

入

）
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 「      

                                  」 

 に改める。 

  第 8 号様式の 3 中 

 「           

                                  」 

 を 

18



 「    

                                  」 

 に、 

 「    

                                  」 

 を 

 「      

                                  」 

す

べ

き

徴

収

金

納

付

（

納

入

）

年 度 税  目  期月等 納期限 税 額 （ 円 ） 延滞金額（円）

上記のうち換価の猶予を受けようとする金額（円） 

19



 に改める。 

  第 9 号様式から第10号様式の 2 までを次のように改める。 

20



 第 9 号様式 

   〔備考〕 1  行政不服審査法第82条第 1 項及び行政事件訴訟法第46条第 1 項の規定に基づき教示を行 

        うものとする。 

        2  用紙の大きさは、日本産業規格Ａ 4 とする。 
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 第10号様式 

   〔備考〕 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ 4 とする。 
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 第10号様式の 2  

   〔備考〕 1  行政不服審査法第82条第 1 項及び行政事件訴訟法第46条第 1 項の規定に基づき教示を行 

        うものとする。 

        2  用紙の大きさは、日本産業規格Ａ 4 とする。 
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  第11号様式及び第11号様式の 2 中 

 「                                  

                                  」 

 を 

 「    

                                  」 

 に、 

 「     

                                  」 

受

け

よ

う

と

す

る

徴

収

金

猶

予

期

間

の

延

長

を

年 度 税  目  期月等 納期限 税 額 （ 円 ） 延滞金額（円）

合     計 （円） 

24



 を 

 「                                

                                  」 

 に改める。 

  第12号様式から第13号様式の 2 までを次のように改める。 
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 第12号様式 

   〔備考〕 1  行政不服審査法第82条第 1 項及び行政事件訴訟法第46条第 1 項の規定に基づき教示を行 

        うものとする。 

        2  用紙の大きさは、日本産業規格Ａ 4 とする。 
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 第12号様式の 2  

   〔備考〕 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ 4 とする。 
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 第12号様式の 3  

   〔備考〕 1  行政不服審査法第82条第 1 項及び行政事件訴訟法第46条第 1 項の規定に基づき教示を行 

        うものとする。 

        2  用紙の大きさは、日本産業規格Ａ 4 とする。 
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 第13号様式 

   〔備考〕 1  行政不服審査法第82条第 1 項及び行政事件訴訟法第46条第 1 項の規定に基づき教示を行 

        うものとする。 

        2  用紙の大きさは、日本産業規格Ａ 4 とする。 
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 第13号様式の 2  

   〔備考〕 1  行政不服審査法第82条第 1 項及び行政事件訴訟法第46条第 1 項の規定に基づき教示を行 

        うものとする。 

        2  用紙の大きさは、日本産業規格Ａ 4 とする。 
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  第14号様式中 

 「     

                                  」 

 を 

 「     

                                  」 

年 度 税  目  期月等 納 期 限 税 額（ 円） 延滞金額（円）

差押年月日      年   月   日 

係

る

徴

収

金

徴

収

の

猶

予

に

差

押

財

産

摘

要
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 に改める。 

  第14号様式の 2 を次のように改める。 
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 第14号様式の 2  

   〔備考〕 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ 4 とする。 

33



円

  第15号様式中 

 「              

                                  」 

 を 

 「   

                                  」 

   「          「            

            」          」 

 「       「         

       」       」 

を 

券 面 金 額（円） 

に、 

券 面 金 額 

住所又は所在地 

氏名又は名 称 

に、 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

振 出 月 日 

支 払 期 日 

を 

支 払 期 日 

振出年月日 

に、 

「 

」 

を 
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円

             「         「 

                     」         」 

 る。 

  第16号様式中「還付（充当）通知番号」を削り、 

 「        「 

         を        に、「支店名」を「店舗名」に改める 

        」        」 

  第17号様式（その 1 ）を次のように改める。 

住 所 （ 所 在 地 ） 

氏 名 （ 名  称 ） 

「 取 立
費  用（円）

に改め 

取 立 費 用 

銀行 金庫 組合

金融機関コード 

銀行 金庫 組合 。 

」 

に、 を 
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 第17号様式（その 1 ）  

〔備考〕 1  行政不服審査法第82条第 1 項及び行政事件訴訟法第46条第 1 項の規定に基づき教示 
        を行うものとする。 
        2  配当割額又は株式等譲渡所得割額に係る通知書の様式は、この様式を準用する。 
        3  法人の市民税の中間納付額に係る通知書の様式は、この様式を準用する。 
        4  用紙の大きさは、日本産業規格Ａ 4 とする。 

                                   年  月  日 

                          名古屋市長          印 

住所又は所在地          

氏名又は名称          

         様 

お返しします 

下記のとおり過誤納金を 未納徴収金に充当しました        のでお知らせします。 

未納徴収金に充当し、残額をお返しします 

年 度 税 目・期 月 等  

 過 誤 納 額（円） 充 当 額（円） 差 引 還 付 額（円） 

本  税 

延 滞 金    

加 算 金    

合   計    

充 当 額（円） 充当後未納額（円） 納 期 限

充当先

税目

年度  期月等

充当先の内訳（充当先明細）

過誤納金還付（充当）通知書

36



  第18号様式中「還付（充当）通知番号」を削り、「（あて先）」を「（宛 

 先）」に、 

 「 

金融機関名

                                」 

 「 

金融機関名  店舗名 

                                」 

 める。 

  第18号様式の 2 及び第18号様式の 3 を削る。 

  第19号様式中「（あて先）」を「（宛先）」に、 

 「     

                                 」 

 「      

                                 」 

 「                                 

                  」 

 「 

                  」 

を

に改 

税   額 延  滞  金  額 

円 円
を

延  滞  金  額 （円） 

に、 
税   額 （円）

円

を
免除（軽減）を受けようとする延滞金額 

に、 
免除（軽減）を受けようとする延滞金額（円）
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 「                「 

                」                」 

 「      

                           」 

 「      

                           」 

  第20号様式（その 2 ）中 

 「                                 

年度            税 

                                  」 

 を 

 「                                 

税

年 度

                                  」 

 に、「次頁」を「下記」に、 

年度 税  目税  目 年度

を に、 

税  額 延滞金額 免除（軽減）額
免除（軽減）後の

延 滞 金 額

円 円 円 円
を

免除（軽減）額（円）
免除（軽減）後の

延滞金額（円） に改める。 
延滞金額（円）税 額（円）

38



円 

「                                 

                                 を 

                                」 

 「                                 

                                」 

改め、同様式備考第 1 項中「延滞金の算出方法並びに」を削り、「基づく教 

示文言を記載する」を「基づき教示を行うものとする」に改める。 

 第24号様式中「（あて先）」を「（宛先）」に、 

「              「 

              を              に、 

             」              」 

 「         

                         」 

 「                      

                         」 

 第27号様式（その 2 ）中 

 「                                 

                         を      

                        」 

延滞金

延滞金算出基礎

合計 
円 

・ ・ から ・ ・ まで   日間 

税  目 年 度 年 度 税  目 

税  額 延 滞 金 額 滞 納 処 分 費 

円 円 円

に改める。 
 税 額（円） 延滞金額（円）  

・この督促状の発付日から起算して 10 日を経過した日までに完納しない場合にお 

ける措置 

を 

・この督促状の発付日から起算して 10 日を経過した日までに完納しない場合にお 

ける措置 

・延滞金の算出方法 

に 

39



 「            

                         に改め、 

                        」 

 「                              

                」 

 「                            

                         を削る。 

                        」 

  第27号様式の 2 中「通知書番号」を削る。 

  第27号様式の 6 中「納税義務者番号」を削り、 

 「                「                

                 を                に 

                」                」 

 「            「 

            」            」 

  第28号様式中「通知書番号」を削り、同様式備考第 3 項中「縦88.9ミリメ 

ートル」を「縦 114.3 ミリメートル」に改める。 

  第28号様式の 2 中「通知書番号」を削り、同様式備考第 4 項中「縦 203.2  

ミリメートル」を「縦 228.6 ミリメートル」に改める。 

  第28号様式の 2 の 2 中「通知書番号」を削り、同様式備考第 2 項中「縦 

延 滞 金  

合 計  

延  滞  金  

合  計  

延滞金算出基礎 

・ ・ から ・ ・まで ・ ・ 日間 

及び 

加算金額算定の基礎となる税額

円 

加算金額算定の基礎となる税額（円）

加 算 金 額

、 

円 

を 

加 算 金 額 （ 円 ）

に改める。 
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  203.2 ミリメートル」を「縦 228.6 ミリメートル」に改める。 

  第28号様式の 2 の 3 、第28号様式の 3 及び第41号様式中「通知書番号」を 

 削る。 

  第49号様式を次のように改める。 
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 第49号様式 

   〔備考〕 1  行政不服審査法第82条第 1 項及び行政事件訴訟法第46条第 1 項の規定に基づき教示を行 

        うものとする。 

        2  用紙の大きさは、日本産業規格Ａ 4 とする。 
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             「                 

  第51号様式（その 1 ）中                を     

                            」 

 「                          

                             に改め、 

                          」 

 同様式備考第 3 項中「縦88.9ミリメートル」を「縦 114.3 ミリメートル」に 

 改める。 

             「                   

                              」 

 「                       

                             に改める。 

                            」 

  第51号様式（その 3 ）を次のように改める。 

年  月  日限り 

年  月  日限り 

年  月  日限り 

円 

円 

円 

通知書番号

年  月  日限り 

年  月  日限り 

年  月  日限り 

円 

円 

円 

③

通知書番号

円 

円 

円 

円 

③ 

①＋②－③ 

①＋②－③ 

③ 円 

円 を 第51号様式（その 2 ）中 
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条

第
1
項

の
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定
に

基
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く
教

示
文

言
等

を
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す

る
。

 

2
 

口
座

振
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の
方

法
に

よ
る

納
付

の
場

合
の

納
税

通
知

書
（

随
時

分
及

び
不

足
税

額
に

係
る

分
を

除
く

。
）

の
様

式
は

、
こ

の
様

式
を

準
用

す
る

。
 

3
 

用
紙

の
大

き
さ

は
、

縦
 1
1
4
.
3
 
ミ

リ
メ

ー
ト

ル
、

横
 2
9
2
.
1
 
ミ

リ
メ

ー
ト

ル
と

す
る

。
 

44



             「    

  第51号様式（その 4 ）中                    を 

                                」 

 「                       

                                  」 

 に改める。 

  第51号様式の 2 を削る。 

  第61号様式（その 1 ）から第61号様式（その 3 ）までを次のように改める。 

通知書番号

円 

円 
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第
6
1
号

様
式

（
そ

の
1
）

 

46



第
6
1
号

様
式

（
そ

の
2
）
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 第61号様式（その 3 ） 

〔備考〕 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ 4 とする。
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  第70号様式中 

 「              「                   

              」              」 

  第88号様式中「（あて先）」を「（宛先）」に改め、「通知書番号」及び 

「〒□□□－□□」を削る。 

  第89号様式を次のように改める。 

氏    名 

（名    称） 

納  税 

義 務 者 

氏 名 

（名 称）
を に改める。 
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 第89号様式                              

   表 

   〔備考〕 1  行政不服審査法第82条第 1 項及び行政事件訴訟法第46条第 1 項の規定に基づき教示を行 

        うものとする。 

        2  用紙の大きさは、日本産業規格Ａ 4 とする。 
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                  裏                 
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 （名古屋市市税減免条例施行細則の一部改正） 

第 2 条 名古屋市市税減免条例施行細則（平成20年名古屋市規則第83号）の一 

部を次のように改正する。 

  第 4 号様式及び第 5 号様式中「（あて先）」を「（宛先）」に改める。 

附 則 

 1  この規則は、令和 4 年 1 月 4 日から施行する。 

 2  この規則の施行の際現に第 1 条の規定による改正前の名古屋市市税条例施 

行細則（以下「旧規則」という。）及び第 2 条の規定による改正前の名古屋 

市市税減免条例施行細則（以下「旧減免規則」という。）の規定に基づいて 

提出されている申請書等は、第 1 条の規定による改正後の名古屋市市税条例 

施行細則（以下「新規則」という。）及び第 2 条の規定による改正後の名古 

屋市市税減免条例施行細則（以下「新減免規則」という。）の規定に基づい 

て提出されたものとみなす。 

 3  この規則の施行の際現に旧規則の規定に基づいて作成されている通知書は 

新規則の規定に基づいて作成されたものとみなす。 

 4  この規則の施行の際現に旧規則及び旧減免規則の規定に基づいて作成され 

ている用紙は、新規則及び新減免規則の規定にかかわらず、当分の間、使用 

 することができる。 

、 
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名古屋市告示第 358 号 

      市議会の議決を経た予算の要領 

  地方自治法（昭和22年法律第67号）第 219 条第 2 項の規定により、令和 3 年 

 6 月18日本市市会本会議において議決された予算の要領を次のとおり公表しま 

す。 

    令和 3 年 7 月12日 

                               名古屋市長  河  村  た か し  

 1   令和 3 年度名古屋市一般会計補正予算（第 6 号） 

                      名古屋市財政局財政部財政課 
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名古屋市告示第 359 号 

      市議会の議決を経た予算の要領 

  地方自治法（昭和22年法律第67号）第 219 条第 2 項の規定により、令和 3 年 

 7 月 6 日本市市会本会議において議決された予算の要領を次のとおり公表しま 

す。 

    令和 3 年 7 月12日 

                               名古屋市長  河  村  た か し  

 1   令和 3 年度名古屋市一般会計補正予算（第 5 号） 

                      名古屋市財政局財政部財政課 
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名古屋市告示第 360号 

   指定障害福祉サービス事業者の指定について 

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法

律第 123号）第36条第 1項の規定により、指定障害福祉サービス事業者として、

次のとおり指定しました。 

  令和 3年 7月13日 

名古屋市長  河  村  た か し 

事業者（設置者）

の名称及び主たる

事務所の所在地 

事業所（施設）の

名称及び所在地 

サービス等の

種類 

事業所番号 指定年月

日 

特定非営利活動法

人スポＮＡＧＯネ

クスト 

名古屋市中村区名

駅南一丁目 1番14

号 

スポＮＡＧＯデイ 

名古屋市中村区名

駅南一丁目 2番 2

号 

生活介護 2310101460 令和 3年

7月 1日

株式会社ココルポ

ート 

川崎市川崎区砂子

二丁目 5番11号 

Ｃｏｃｏｒｐｏｒ

ｔ名古屋駅Ｏｆｆ

ｉｃｅ 

名古屋市西区那古

野二丁目12番21号

－ 1 

就労移行支援 2310201526 令和 3年

7月 1日

Ｃｏｃｏｒｐｏｒ

ｔ名古屋金山駅前

Ｏｆｆｉｃｅ 

就労移行支援 2311100693 令和 3年

7月 1日

60



 名古屋市熱田区金

山町一丁目 5番 3

号 

株式会社シルバー

ステーション 

名古屋市中区栄三

丁目12番 6号 

生活介護Ｊ 

名古屋市港区大西

一丁目81番地 

生活介護 2311200790 令和 3年

7月 1日

サンライトガーデ

ン株式会社 

名古屋市天白区島

田黒石 503番地 

サンライトガーデ

ン堀田ケア 

名古屋市瑞穂区神

穂町 2番 2号 

居宅介護 

重度訪問介護 

2311400721 令和 3年

7月 1日

株式会社キート 

名古屋市中区栄三

丁目12番 6号 

訪問介護のぞみ瑞

穂汐路 

名古屋市瑞穂区佐

渡町 4丁目13番地

の 7 

居宅介護 2311400739 令和 3年

7月 1日

医療法人輝豊会 

名古屋市瑞穂区瑞

穂通 8丁目14番地

就労・生活支援ポ

ルタ 

名古屋市瑞穂区瑞

穂通 8丁目 8番地 

自立訓練（生

活訓練） 

2311400747 令和 3年

7月 1日

合同会社リラクサ

ン 

名古屋市瑞穂区河

岸町 4丁目20番地

の14 

リラクサン名古屋 

名古屋市瑞穂区弥

富通 2丁目 4番地

の 1 

就労継続支援

Ａ型 

2311400754 令和 3年

7月 1日

株式会社ＡＸＩＯ

ＮＳ 

名古屋市天白区平

針四丁目 205番地

ＷＯＲＫＰＯＲＴ

上前津 

名古屋市中区大須

四丁目10番40号 

就労継続支援

Ｂ型 

2316101191 令和 3年

7月 1日

株式会社ＤＩＰＰ 就労・余暇生活支 生活介護 2316200506 令和 3年
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Ｓ 

名古屋市昭和区川

原通 8丁目37番地

の 2 

援センターＡｂｂ

ｅｙ中砂 

名古屋市天白区中

砂町15番地 

  7月 1日

一般社団法人日本

福祉フォーラム 

名古屋市守山区川

西一丁目 221番地

の 2 

Ｌｕｃｅｎｔケア

サービス 

名古屋市守山区川

西一丁目 221番地

の 2 

居宅介護 

重度訪問介護 

2317601934 令和 3年

7月 1日

株式会社いるしむ

名古屋市守山区緑

ケ丘 901番地 

いるしむ 

名古屋市守山区緑

ケ丘 901番地 

就労継続支援

Ｂ型 

2317601942 令和 3年

7月 1日

合同会社弥生 

名古屋市名東区山

の手三丁目 806番

地 

ケアサービス結愛

ＹＯＵ Ｉ 

名古屋市名東区山

の手三丁目 806番

地 

居宅介護 2318001522 令和 3年

7月 1日

株式会社Ｃ－ＣＯ

ＮＴＥ 

名古屋市名東区牧

の里一丁目 703番

地 

ほまれの家てんと

うむし 

名古屋市名東区新

宿二丁目54番地 

就労継続支援

Ａ型 

2318001530 令和 3年

7月 1日

株式会社フジキナ

名古屋市緑区鳴海

町字小松山68番地

の 6 

ヘルパーステーシ

ョンうえのやま 

名古屋市緑区鳴海

町字上ノ山76番地

の 2 

居宅介護 

重度訪問介護 

2318501547 令和 3年

7月 1日

合同会社ハローす

まいる 

名古屋市南区天白

訪問介護ハローす

まいる 

名古屋市緑区篭山 

居宅介護 

重度訪問介護 

2318501554 令和 3年

7月 1日
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町 2丁目 6番地の

38 

一丁目1302番地    

有限会社愛東住郷

愛知県東海市荒尾

町山王 123番地の

 2 

憩い 

名古屋市北区中味

鋺二丁目 939番地 

共同生活援助 2327300261 令和 3年

7月 1日

名古屋市健康福祉局障害福祉部障害者支援課 

63



名古屋市告示第 361号 

   指定一般相談支援事業者等の指定について 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法

律第 123号）第51条の19第 1項及び第51条の20第 1項並びに児童福祉法（昭和

22年法律第 164号）第24条の28第 1項の規定により、指定一般相談支援事業者、

指定特定相談支援事業者及び指定障害児相談支援事業者として、次のとおり指

定しました。 

  令和 3年 7月13日 

名古屋市長  河  村  た か し 

事業者（設置者）

の名称及び主たる

事務所の所在地 

事業所（施設）の

名称及び所在地 

サービス等の

種類 

事業所番号 指定年月

日 

株式会社慧茉 

名古屋市瑞穂区弥

富ケ丘町 3丁目 7

番地 

相談支援事業所ま

り 

名古屋市瑞穂区弥

富ケ丘町 3丁目 6

番地の 5 

一般相談支援 

特定相談支援 

2331400099 令和 3年

7月 1日

障害児相談支

援 

2371400082 

一般社団法人日本

福祉フォーラム 

名古屋市守山区川

西一丁目 221番地

の 2 

相談支援センター

志庵 

名古屋市守山区川

西一丁目 221番地

の 2 

一般相談支援 

特定相談支援 

2337600312 令和 3年

7月 1日

障害児相談支

援 

2377600313 

名古屋市健康福祉局障害福祉部障害者支援課 
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名古屋市告示第 362号 

   指定障害福祉サービス事業の廃止について 

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法

律第 123号）第46条第 2項の規定により、指定障害福祉サービス事業者から、

次のとおり廃止の届出がありました。 

  令和 3年 7月13日 

名古屋市長  河  村  た か し 

事業者（設置者）

の名称及び主たる

事務所の所在地 

事業所（施設）の

名称及び所在地 

サービス等の

種類 

事業所番号 廃止年月

日 

特定非営利活動法

人福祉サポートセ

ンターさわやか名

城 

名古屋市北区中切

町 3丁目31番地 

さわやか名城 

名古屋市北区中切

町 3丁目31番地 

居宅介護 

重度訪問介護 

同行援護 

2317300545 令和 3年

6月30日

有限会社チェリッ

シュ企画 

名古屋市天白区植

田二丁目 202番地

アンの丘 

名古屋市天白区梅

が丘一丁目1207番

地 

共同生活援助 2326400013 令和 3年

6月30日

はりなの森 

名古屋市天白区天

白町平針字大根ヶ

越 201番地の 2 

共同生活援助 2326400229 令和 3年

6月30日
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名古屋市健康福祉局障害福祉部障害者支援課 
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名古屋市告示第 363  号 

   名古屋市下志段味特定土地区画整理組合の事業計画の変更の縦覧    

 土地区画整理法（昭和29年法律第 119  号）第39条第 1 項の規定により、名古

屋市下志段味特定土地区画整理組合の事業計画の変更について認可の申請があ

りましたので、同条第 2 項において準用する同法第20条第 1 項の規定により、

次のとおり当該事業計画を公衆の縦覧に供します。 

  令和 3 年 7  月13  日 

                 名古屋市長  河  村  た か し  

1  縦覧の期間 

令和 3 年 7 月14日から同月27日まで。ただし、名古屋市の休日を定める条

例（平成 3 年名古屋市条例第36号）第 2 条第 1 項に規定する本市の休日を除

きます。 

2  縦覧の時間  

  午前 8  時45分から午後 5  時15分まで 

3  縦覧の場所 

  名古屋市中区三の丸三丁目 1 番 1 号 

  名古屋市住宅都市局都市整備部市街地整備課 

  （名古屋市役所西庁舎 4 階） 

名古屋市住宅都市局都市整備部市街地整備課 
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名古屋市告示第 364号 

   生活保護法による介護機関の指定 

 生活保護法（昭和25年法律第 144号）第54条の 2第 1項の規定により、同法

による介護を担当する機関として、次の機関を指定しました。 

  令和 3年 7月14日 

                 名古屋市長  河  村  た か し 

 1 通所リハビリテーション及び介護予防通所リハビリテーション  

介 護 機 関 名 所 在 地
指定年月

日 

とみやす整形外科クリニッ

ク 
名古屋市守山区小幡常燈 1番 3号 

令和 3年

 4月 1日

名古屋市健康福祉局生活福祉部保護課 
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名古屋市告示第 365号 

   生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰 

国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律 

による指定介護機関の変更 

生活保護法（昭和25年法律第 144号）第54条の 2第 5項において準用する同

法第50条の 2の規定により、また、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに

永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成    

 6年法律第30号）第14条第 4項で、その例によるとされた生活保護法第54条の 

 2第 5項において準用する同法第50条の 2の規定により、各法による指定介護

機関から、次のとおり変更の届出がありました。 

  令和 3年 7月14日 

                 名古屋市長  河  村  た か し 

1 訪問介護 

介護事業者の名称
旧 カイロス・アンド・カンパニー株式会社 

新 ファミリー・ホスピス株式会社 

介護事業者の所在地 東京都千代田区丸の内三丁目 3番 1号 

介 護 事 業 所 の 名 称 ケアコール 

介護事業所の所在地 名古屋市東区山口町 2番18号 

変 更 年 月 日 令和 3年 4月 1日 

介 護 事 業 者 の 名 称 合同会社シンセリティ― 

介護事業者の所在地 名古屋市中区大井町 8番 4号 

介 護 事 業 所 の 名 称 訪問介護ゆとり 

介護事業所の所在 旧 名古屋市中区千代田二丁目14番12号 
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地 新 名古屋市中区大井町 8番 4号 

変 更 年 月 日 令和 2年 4月 1日 

介護事業者の名称
旧 カイロス・アンド・カンパニー株式会社 

新 ファミリー・ホスピス株式会社 

介護事業者の所在地 東京都千代田区丸の内三丁目 3番 1号 

介 護 事 業 所 の 名 称 ケアコール南 

介護事業所の所在地 名古屋市南区汐田町 1番14号 

変 更 年 月 日 令和 3年 4月 1日 

介護事業者の名称
旧 カイロス・アンド・カンパニー株式会社 

新 ファミリー・ホスピス株式会社 

介護事業者の所在地 東京都千代田区丸の内三丁目 3番 1号 

介 護 事 業 所 の 名 称 ケアコール藤が丘 

介護事業所の所在地 名古屋市名東区明が丘79番地 

変 更 年 月 日 令和 3年 4月 1日 

 2 訪問看護及び介護予防訪問看護 

介護事業者の名称
旧 カイロス・アンド・カンパニー株式会社 

新 ファミリー・ホスピス株式会社 

介護事業者の所在地 東京都千代田区丸の内三丁目 3番 1号 

介 護 事 業 所 の 名 称 ナースコール徳川 

介護事業所の所在地 名古屋市東区山口町 2番18号 

変 更 年 月 日 令和 3年 4月 1日 

介護事業者の名称
旧 カイロス・アンド・カンパニー株式会社 

新 ファミリー・ホスピス株式会社 

介護事業者の所在地 東京都千代田区丸の内三丁目 3番 1号 

介 護 事 業 所 の 名 称 ナースコール南 
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介護事業所の所在地 名古屋市南区汐田町 1番14号 

変 更 年 月 日 令和 3年 4月 1日 

介 護 事 業 者 の 名 称 ラリー株式会社 

介護事業者の所在地 名古屋市緑区潮見が丘二丁目 198番地の 1 

介 護 事 業 所 の 名 称 訪問看護ステーショントーマス 

介護事業所の所在

地 

旧 名古屋市緑区相原郷二丁目2007番地 

新 名古屋市緑区潮見が丘二丁目 198番地の 1 

変 更 年 月 日 令和 3年 3月29日 

介護事業者の名称
旧 カイロス・アンド・カンパニー株式会社 

新 ファミリー・ホスピス株式会社 

介護事業者の所在地 東京都千代田区丸の内三丁目 3番 1号 

介 護 事 業 所 の 名 称 ナースコール藤が丘 

介護事業所の所在地 名古屋市名東区明が丘79番地 

変 更 年 月 日 令和 3年 4月 1日 

 3 居宅介護支援事業 

介 護 事 業 者 の 名 称 ｗоｒｋｍａｓｔｅｒ合同会社 

介護事業者の所在地 名古屋市緑区高根台 918番地の 1 

介 護 事 業 所 の 名 称 介護の砦 

介護事業所の所在

地 

旧 名古屋市緑区高根台 918番地の 1 

新 名古屋市緑区浦里二丁目 179番地の 2 

変 更 年 月 日 令和 3年 4月 1日 

 4 予防専門型訪問サービス 

介護事業者の名称
旧 カイロス・アンド・カンパニー株式会社 

新 ファミリー・ホスピス株式会社 

介護事業者の所在地 東京都千代田区丸の内三丁目 3番 1号 
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介 護 事 業 所 の 名 称 ケアコール 

介護事業所の所在地 名古屋市東区山口町 2番18号 

変 更 年 月 日 令和 3年 4月 1日 

介 護 事 業 者 の 名 称 合同会社シンセリティ― 

介護事業者の所在地 名古屋市中区大井町 8番 4号 

介 護 事 業 所 の 名 称 訪問介護ゆとり 

介護事業所の所在

地 

旧 名古屋市中区千代田二丁目14番12号 

新 名古屋市中区大井町 8番 4号 

変 更 年 月 日 令和 2年 4月 1日 

介護事業者の名称
旧 カイロス・アンド・カンパニー株式会社 

新 ファミリー・ホスピス株式会社 

介護事業者の所在地 東京都千代田区丸の内三丁目 3番 1号 

介 護 事 業 所 の 名 称 ケアコール南 

介護事業所の所在地 名古屋市南区汐田町 1番14号 

変 更 年 月 日 令和 3年 4月 1日 

介護事業者の名称
旧 カイロス・アンド・カンパニー株式会社 

新 ファミリー・ホスピス株式会社 

介護事業者の所在地 東京都千代田区丸の内三丁目 3番 1号 

介 護 事 業 所 の 名 称 ケアコール藤が丘 

介護事業所の所在地 名古屋市名東区明が丘79番地 

変 更 年 月 日 令和 3年 4月 1日 

 5 生活支援型訪問サービス 

介 護 事 業 者 の 名 称 合同会社シンセリティ― 

介護事業者の所在地 名古屋市中区大井町 8番 4号 

介 護 事 業 所 の 名 称 訪問介護ゆとり 
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介護事業所の所在

地 

旧 名古屋市中区千代田二丁目14番12号 

新 名古屋市中区大井町 8番 4号 

変 更 年 月 日 令和 2年 4月 1日 

名古屋市健康福祉局生活福祉部保護課 
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名古屋市告示第 366号 

   生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰 

国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律

による指定介護機関の廃止 

生活保護法（昭和25年法律第 144号）第54条の 2第 5項において準用する同

法第50条の 2の規定により、また、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに

永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成 

 6年法律第30号）第14条第 4項で、その例によるとされた生活保護法第54条の 

 2第 5項において準用する同法第50条の 2の規定により、各法による指定介護

機関から、次のとおり廃止の届出がありました。 

  令和 3年 7月14日 

                 名古屋市長  河  村  た か し 

 1 訪問看護及び介護予防訪問看護 

介 護 機 関 名 所 在 地
廃止年月

日 

川原医院 名古屋市緑区鹿山三丁目10番地 
令和 2年

12月31日

 2 訪問リハビリテーション及び介護予防訪問リハビリテーション 

介 護 機 関 名 所 在 地
廃止年月

日 

川原医院 名古屋市緑区鹿山三丁目10番地 
令和 2年

12月31日
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 3 居宅療養管理指導及び介護予防居宅療養管理指導 

介 護 機 関 名 所 在 地
廃止年月

日 

川原医院 名古屋市緑区鹿山三丁目10番地 
令和 2年

12月31日

名古屋市健康福祉局生活福祉部保護課 
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名古屋市告示第 367号 

   生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律

による指定介護機関の廃止 

生活保護法（昭和25年法律第 144号）第54条の 2第 5項において準用する同

法第50条の 2の規定により、また、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに

永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成 

 6年法律第30号）第14条第 4項で、その例によるとされた生活保護法第54条の 

 2第 5項において準用する同法第50条の 2の規定により、各法による指定介護

機関から、次のとおり廃止の届出がありました。 

  令和 3年 7月14日 

                 名古屋市長  河  村  た か し 

 1 小規模多機能型居宅介護及び介護予防小規模多機能型居宅介護  

介護事業者の名称及び主たる

事務所の所在地 

介護事業所の名称及び所在地 廃止年月

日 

社会福祉法人フィロス 

名古屋市守山区大字吉根字太

鼓ヶ根3231番地の29 

小規模多機能フィロスみなと

名古屋市港区名港一丁目 6番

 1号 

令和 3年

 3月31日

 2 認知症対応型共同生活介護及び介護予防認知症対応型共同生活介護 

介護事業者の名称及び主たる

事務所の所在地 

介護事業所の名称及び所在地 廃止年月

日 

社会福祉法人フィロス 

名古屋市守山区大字吉根字太

グループホームフィロスみな

と 

令和 3年

 3月31日
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鼓ヶ根3231番地の29 名古屋市港区名港一丁目 6番

 1号 

 3 居宅介護支援事業  

介護事業者の名称及び主たる

事務所の所在地 

介護事業所の名称及び所在地 廃止年月

日 

株式会社たんばプロジェクト

愛知県あま市西今宿梶村一48

番地 

あおぞらケアプラン 

名古屋市西区幅下二丁目20番

 6号 

令和 2年

 4月 3日

名古屋市健康福祉局生活福祉部保護課 

77



名古屋市告示第 368号 

   生活保護法による指定介護機関の廃止 

生活保護法（昭和25年法律第 144号）第54条の 2第 5項において準用する同

法第50条の 2の規定により、同法による指定介護機関から、次のとおり廃止の

届出がありました。 

  令和 3年 7月14日 

                 名古屋市長  河  村  た か し 

 1 居宅介護支援事業  

介護事業者の名称及び主たる

事務所の所在地 

介護事業所の名称及び所在地 廃止年月

日 

社会福祉法人サン・ビジョン

名古屋市東区葵三丁目25番23

号

介護支援センタージョイフル

新栄 

名古屋市中区新栄二丁目 4番

 3号 

平成31年

 4月 1日

名古屋市健康福祉局生活福祉部保護課 
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名古屋市告示第 369号 

   生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰 

国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律 

による指定介護機関の変更 

生活保護法（昭和25年法律第 144号）第54条の 2第 5項において準用する同

法第50条の 2の規定により、また、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに

永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成    

 6年法律第30号）第14条第 4項で、その例によるとされた生活保護法第54条の 

 2第 5項において準用する同法第50条の 2の規定により、各法による指定介護

機関から、次のとおり変更の届出がありました。 

  令和 3年 7月14日 

                 名古屋市長  河  村  た か し 

1 訪問介護 

介 護 事 業 者 の 名 称 エルケア株式会社 

介護事業者の所在地 大阪府大阪市北区中崎西二丁目 4番12号 

介護事業所の名称
旧 エルケア株式会社エルケア栄生駅前ケアセンター

新 エルケア株式会社エルケア菊井ケアセンター 

介護事業所の所在

地 

旧 名古屋市西区則武新町四丁目 3番12号 

新 名古屋市西区菊井二丁目18番14号 

変 更 年 月 日 令和 3年 5月 1日 

介 護 事 業 者 の 名 称 合同会社ホスピケア 

介護事業者の所在地 名古屋市守山区青山台 502番地 

介 護 事 業 所 の 名 称 訪問介護サンタ 
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介護事業所の所在

地 

旧 名古屋市守山区西城一丁目 4番19号 

新 名古屋市守山区金屋二丁目 266番地 

変 更 年 月 日 令和 2年 9月 1日 

介 護 事 業 者 の 名 称 パーソナルケアサポート株式会社 

介護事業者の所在地 愛知県日進市赤池町箕ノ手 2番地 776 

介護事業所の名称
旧 パーソナルケアステーション天白 

新 パーソナルケアステーション 

介護事業所の所在

地 

旧 名古屋市天白区植田西二丁目1202番地 

新 名古屋市天白区植田西三丁目1008番地 

変 更 年 月 日 令和 3年 4月 1日 

2 訪問看護及び介護予防訪問看護 

介 護 事 業 所 の 名 称 ＨＩＭＥＣＬＩＮＩＣ 

介護事業所の所在

地 

旧 名古屋市中区錦三丁目15番15号 

新 名古屋市中区錦三丁目21番18号 

変 更 年 月 日 令和 3年 5月21日 

介 護 事 業 所 の 名 称 朝日医院 

介護事業所の所在

地 

旧 名古屋市中川区尾頭橋三丁目16番 6号 

新 名古屋市中川区尾頭橋三丁目14番20号 

変 更 年 月 日 令和 3年 5月 1日 

3 訪問リハビリテーション及び介護予防訪問リハビリテーション 

介 護 事 業 所 の 名 称 ＨＩＭＥＣＬＩＮＩＣ 

介護事業所の所在

地 

旧 名古屋市中区錦三丁目15番15号 

新 名古屋市中区錦三丁目21番18号 

変 更 年 月 日 令和 3年 5月21日 
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介 護 事 業 所 の 名 称 朝日医院 

介護事業所の所在

地 

旧 名古屋市中川区尾頭橋三丁目16番 6号 

新 名古屋市中川区尾頭橋三丁目14番20号 

変 更 年 月 日 令和 3年 5月 1日 

 4 居宅療養管理指導及び介護予防居宅療養管理指導 

介 護 事 業 所 の 名 称 ＨＩＭＥＣＬＩＮＩＣ 

介護事業所の所在

地 

旧 名古屋市中区錦三丁目15番15号 

新 名古屋市中区錦三丁目21番18号 

変 更 年 月 日 令和 3年 5月21日 

介護事業所の名称
旧 おとうばし薬局 

新 おだいじに薬局尾頭橋店 

介護事業所の所在地 名古屋市中川区尾頭橋三丁目 5番22号 

変 更 年 月 日 令和 3年 4月 1日 

介 護 事 業 所 の 名 称 朝日医院 

介護事業所の所在

地 

旧 名古屋市中川区尾頭橋三丁目16番 6号 

新 名古屋市中川区尾頭橋三丁目14番20号 

変 更 年 月 日 令和 3年 5月 1日 

介護事業所の名称
旧 マイスター薬局いだか店 

新 おだいじに薬局猪高店 

介護事業所の所在地 名古屋市名東区極楽二丁目19番地 

変 更 年 月 日 令和 3年 2月 1日 

 5 通所介護 

介 護 事 業 者 の 名 称 有限会社ナチュラル 
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介護事業者の所在

地 

旧 岐阜県岐阜市加納黒木町二丁目19番地 

新 名古屋市緑区姥子山一丁目 610番地 

介 護 事 業 所 の 名 称 ひろせデイサービス 

介護事業所の所在地 名古屋市緑区姥子山一丁目 610番地 

変 更 年 月 日 令和 3年 4月 1日 

 6 居宅介護支援事業 

介 護 事 業 者 の 名 称 エルケア株式会社 

介護事業者の所在地 大阪府大阪市北区中崎西二丁目 4番12号 

介護事業所の名称

旧
エルケア株式会社エルケア栄生駅前ケアプランセ

ンター 

新
エルケア株式会社エルケア菊井ケアプランセンタ

ー 

介護事業所の所在

地 

旧 名古屋市西区則武新町四丁目 3番12号 

新 名古屋市西区菊井二丁目18番14号 

変 更 年 月 日 令和 3年 5月 1日 

介 護 事 業 者 の 名 称 有限会社ファミリー介護やすらぎ 

介護事業者の所在地 名古屋市中川区戸田三丁目1506番地の 1 

介 護 事 業 所 の 名 称 指定居宅介護支援事業所憙 

介護事業所の所在

地 

旧 名古屋市千種区小松町 6丁目11番地 

新 名古屋市昭和区鶴舞二丁目 3番 7号 

変 更 年 月 日 令和 3年 5月 1日 

介 護 事 業 者 の 名 称 株式会社メドイット 

介護事業者の所在

地 

旧 愛知県知多郡東浦町大字生路字門田 101番地 

新 名古屋市瑞穂区彌富町 5丁目56番地 

介 護 事 業 所 の 名 称 ケアプランひまわり 

介護事業所の所在地 名古屋市瑞穂区彌富通 5丁目56番地 
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変 更 年 月 日 令和 3年 4月26日 

 7 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

介 護 事 業 者 の 名 称 ＳＯＭＰＯケア株式会社 

介護事業者の所在地 東京都品川区東品川四丁目12番 8号 

介護事業所の名称
旧 メッセージケアサポートセンター名古屋 

新 ＳＯＭＰＯケア名古屋定期巡回 

介護事業所の所在地 名古屋市千種区仲田二丁目14番16号 

変 更 年 月 日 平成30年 7月 1日 

 8 予防専門型訪問サービス 

介 護 事 業 者 の 名 称 エルケア株式会社 

介護事業者の所在地 大阪府大阪市北区中崎西二丁目 4番12号 

介護事業所の名称
旧 エルケア株式会社エルケア栄生駅前ケアセンター

新 エルケア株式会社エルケア菊井ケアセンター 

介護事業所の所在

地 

旧 名古屋市西区則武新町四丁目 3番12号 

新 名古屋市西区菊井二丁目18番14号 

変 更 年 月 日 令和 3年 5月 1日 

介 護 事 業 者 の 名 称 合同会社ホスピケア 

介護事業者の所在地 名古屋市守山区青山台 502番地 

介 護 事 業 所 の 名 称 訪問介護サンタ 

介護事業所の所在

地 

旧 名古屋市守山区西城一丁目 4番19号 

新 名古屋市守山区金屋二丁目 266番地 

変 更 年 月 日 令和 2年 9月 1日 

介 護 事 業 者 の 名 称 パーソナルケアサポート株式会社 

介護事業者の所在地 愛知県日進市赤池町箕ノ手 2番地 776 
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介護事業所の名称
旧 パーソナルケアステーション天白 

新 パーソナルケアステーション 

介護事業所の所在

地 

旧 名古屋市天白区植田西二丁目1202番地 

新 名古屋市天白区植田西三丁目1008番地 

変 更 年 月 日 令和 3年 4月 1日 

 9 生活支援型訪問サービス 

介 護 事 業 者 の 名 称 エルケア株式会社 

介護事業者の所在地 大阪府大阪市北区中崎西二丁目 4番12号 

介護事業所の名称
旧 エルケア株式会社エルケア栄生駅前ケアセンター

新 エルケア株式会社エルケア菊井ケアセンター 

介護事業所の所在

地 

旧 名古屋市西区則武新町四丁目 3番12号 

新 名古屋市西区菊井二丁目18番14号 

変 更 年 月 日 令和 3年 5月 1日 

10 予防専門型通所サービス 

介 護 事 業 者 の 名 称 有限会社ナチュラル 

介護事業者の所在

地 

旧 岐阜県岐阜市加納黒木町二丁目19番地 

新 名古屋市緑区姥子山一丁目 610番地 

介 護 事 業 所 の 名 称 ひろせデイサービス 

介護事業所の所在地 名古屋市緑区姥子山一丁目 610番地 

変 更 年 月 日 令和 3年 4月 1日 

名古屋市健康福祉局生活福祉部保護課 
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名古屋市告示第 370号 

   生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰 

国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律

による指定介護機関の廃止 

生活保護法（昭和25年法律第 144号）第54条の 2第 5項において準用する同

法第50条の 2の規定により、また、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに

永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成 

 6年法律第30号）第14条第 4項で、その例によるとされた生活保護法第54条の 

 2第 5項において準用する同法第50条の 2の規定により、各法による指定介護

機関から、次のとおり廃止の届出がありました。 

  令和 3年 7月14日 

                 名古屋市長  河  村  た か し 

 1 訪問看護及び介護予防訪問看護 

介 護 機 関 名 所 在 地
廃止年月

日 

名古屋市立東部医療セン

ター 
名古屋市千種区若水一丁目 2番23号

令和 3年

 4月 1日

丹羽歯科医院 名古屋市北区辻町 5丁目19番地 
令和 3年

 4月 1日

野崎医院 
名古屋市中川区昭和橋通 6丁目45番

地 

令和 3年

 5月 1日

 2 訪問リハビリテーション及び介護予防訪問リハビリテーション 
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介 護 機 関 名 所 在 地
廃止年月

日 

名古屋市立東部医療セン

ター 
名古屋市千種区若水一丁目 2番23号

令和 3年

 4月 1日

丹羽歯科医院 名古屋市北区辻町 5丁目19番地 
令和 3年

 4月 1日

野崎医院 
名古屋市中川区昭和橋通 6丁目45番

地 

令和 3年

 5月 1日

 3 居宅療養管理指導及び介護予防居宅療養管理指導 

介 護 機 関 名 所 在 地
廃止年月

日 

名古屋市立東部医療セン

ター 
名古屋市千種区若水一丁目 2番23号

令和 3年

 4月 1日

丹羽歯科医院 名古屋市北区辻町 5丁目19番地 
令和 3年

 4月 1日

キョーワ薬局中村店 
名古屋市中村区西米野町 1丁目94番

地の 2 

令和 3年

 6月 1日

野崎医院 
名古屋市中川区昭和橋通 6丁目45番

地 

令和 3年

 5月 1日

キョーワ薬局桜本町店 名古屋市南区鳥栖一丁目15番34号 
令和 3年

 5月31日

キョーワ薬局守山店 
名古屋市守山区小幡中二丁目10番15

号 

令和 3年

 5月31日

アイランド薬局小幡店 名古屋市守山区小幡三丁目 7番27号
令和 3年

 6月 1日

名古屋市健康福祉局生活福祉部保護課 
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名古屋市告示第 371号 

   生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律

による指定介護機関の廃止 

生活保護法（昭和25年法律第 144号）第54条の 2第 5項において準用する同

法第50条の 2の規定により、また、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに

永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成 

 6年法律第30号）第14条第 4項で、その例によるとされた生活保護法第54条の 

 2第 5項において準用する同法第50条の 2の規定により、各法による指定介護

機関から、次のとおり廃止の届出がありました。 

  令和 3年 7月14日 

                 名古屋市長  河  村  た か し 

 1 訪問看護及び介護予防訪問看護 

介護事業者の名称及び主たる

事務所の所在地 

介護事業所の名称及び所在地 廃止年月

日 

医療法人新生会 

名古屋市瑞穂区玉水町 1丁目

 3番地の 2 

訪問看護ステーションサルビ

ア 

名古屋市瑞穂区玉水町 1丁目

12番地 

令和 3年

 3月31日

 2 通所介護  

介護事業者の名称及び主たる

事務所の所在地 

介護事業所の名称及び所在地 廃止年月

日 

医療法人新生会 新生楽舎デイサービスセンタ 令和 3年
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名古屋市瑞穂区玉水町 1丁目

 3番地の 2 

ー 

名古屋市瑞穂区玉水町 1丁目

12番地 

 3月31日

 3 福祉用具貸与及び介護予防福祉用具貸与 

介護事業者の名称及び主たる

事務所の所在地 

介護事業所の名称及び所在地 廃止年月

日 

有限会社中部ニッケイ 

名古屋市天白区境根町 138番

地 

杏樹福祉用具貸与事業所 

名古屋市天白区境根町 138番

地 

令和 3年

 4月30日

 4 特定福祉用具販売及び特定介護予防福祉用具販売 

介護事業者の名称及び主たる

事務所の所在地 

介護事業所の名称及び所在地 廃止年月

日 

有限会社中部ニッケイ 

名古屋市天白区境根町 138番

地 

杏樹福祉用具貸与事業所 

名古屋市天白区境根町 138番

地 

令和 3年

 4月30日

名古屋市健康福祉局生活福祉部保護課 
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名古屋市告示第 372号 

   有料公園施設等の供用月日の変更について 

名古屋市都市公園条例（昭和34年名古屋市条例第15号）第18条の 4第 2項の

規定により、次のとおり有料公園施設等の供用月日を変更しますので、名古屋

市都市公園条例施行細則（昭和34年名古屋市規則第14号）第 6条第 3項の規定

により告示します。 

  令和 3年 7月16日 

名古屋市長  河  村  た か し  

 1 有料公園施設等の名称 

  フラワープラザ（名城公園） 

 2 変更内容 

  令和 3年10月11日（月）を供用する日に変更します。 

名古屋市緑政土木局緑地部緑地管理課 
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名古屋市告示第 373号 

土壌汚染対策法に基づく形質変更時要届出区域の指定及び指定の 

解除について 

 土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）第11条第 1項の規定に基づき、特定

有害物質によって汚染されており、土地の形質の変更をしようとするときの届

出をしなければならない区域を指定します。また、同法第11条第 2項の規定に

基づき、形質変更時要届出区域の指定を次のとおり解除します。 

  令和 3年 7月16日 

名古屋市長  河  村  た か し 

 1 指定する区域 

名古屋市港区金城ふ頭二丁目 7番 1の一部 

2 土壌溶出量基準に適合していない特定有害物質の種類 

  鉛及びその化合物 

砒
ひ

素及びその化合物 

  ふっ素及びその化合物 

3  指定を解除する区域 

  令和 3年名古屋市告示第 275号により指定した形質変更時要届出区域の一

部 

 4  指定する事由がなくなった特定有害物質の種類 

  鉛及びその化合物（土壌含有量基準） 

 5  当該形質変更時要届出区域において講じられた汚染の除去等の措置 
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  土壌汚染の除去（基準不適合土壌の掘削による除去） 

名古屋市環境局地域環境対策部地域環境対策課 
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名古屋市告示第 374  号 

   特定計量器定期検査の実施 

計量法（平成 4  年法律第51 号）第19 条の規定に基づき、次のように特定計量 

器の定期検査を行います。 

令和 3 年 7 月16 日 

名古屋市長  河  村  た か し  

1  定期検査を行う区域 

  中川区 

2  対象となる特定計量器 

  計量法第19 条に定める特定計量器のうち、非自動はかりであって、ひょう 

量が 300  キログラム未満のもの（分銅及びおもりを含む。）。ただし、ひょ 

う量 300  キログラム以上の非自動はかりを有する事業所で使用するひょう量 

300  キログラム未満のものは除きます。 

3  実施の期日及び場所 

検 査 日 検  査  場  所 

8 月19 日（木） 富田北地域センター    （第 1 会議室） 

8 月23日（月） 名古屋市工業研究所    （正門：展示場東） 

8 月24日（火） 名古屋市工業研究所    （正門：展示場東） 

8 月26日（木） 富田北地域センター    （第 1 会議室） 

9 月 7 日（火）  六反コミュニティセンター （談話室） 

9 月 8 日（水） 長須賀コミュニティセンター（第一会議室） 

ただし、特定計量器検定検査規則（平成 5 年通商産業省令第70 号）第39 条 

第 2 項に基づく申請があった特定計量器の検査場所については、その所在の 
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場所とします。 

                名古屋市経済局産業労働部産業企画課 
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不利益処分についての審査請求に関する規則等の一部を改正する規則をここ

に公布する。 

  令和 3 年 7 月13日 

             名古屋市人事委員会委員長  西 部 啓 一

名古屋市人事委員会規則第 8 号 

   不利益処分についての審査請求に関する規則等の一部を改正する 

規則 

（不利益処分についての審査請求に関する規則の一部改正） 

第 1 条 不利益処分についての審査請求に関する規則（平成24年名古屋市人事

委員会規則第 6 号）の一部を次のように改正する。 

  第 3 条第 2 項及び第32条第 2 項中「押印」を削る。 

 （不利益処分についての審査請求に関する書面の様式を定める細則の一部改

正） 

第 2 条 不利益処分についての審査請求に関する書面の様式を定める細則（平

成24年名古屋市人事委員会規則第 7 号）の一部を次のように改正する。 

  第 1 号様式を次のように改める。 
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第 1号様式（規則第 3条関係） 

審 査 請 求 書 

                                 年  月  日 

（宛先）名古屋市人事委員会 

審査請求人            

地方公務員法第49条の 2第 1項の規定に基づき、下記のとおり審査請求をします。 

記 

審

査

請

求

人

ふ り が な  
生年 

月日 
年   月  日

氏     名  

住     所 

（〒   -   ） 

（電話番号          ）

連  絡  先 

（〒   -   ） 

（電話番号          ）

現在 
所  属  

職名(補職名)  

処分 

当時 

所  属  

職名(補職名)  

 処 分 の 内 容  

 処 分 庁 名  

 処分を受けた年月日  

 処分があったことを 

 知った年月日 

 審査請求の趣旨  

 審査請求の理由  

 具体的不利益の内容  

 審 査 の 方 式  

注 1  審査請求の趣旨は、処分の取消、修正等、求める趣旨を記載すること。 

2  審査請求の理由は、適宜裏面又は別紙を利用し、具体的に記載すること。 

3  具体的不利益の内容は、懲戒又は分限以外の処分の場合に、適宜裏面又は別紙を利用

し、具体的に記載すること。 

4  審査の方式は、口頭審理を請求する場合はその旨及びその公開を請求する場合はそ

の旨を記載すること。 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ 4 とする。 
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第 2 号様式から第 4 号様式までの規定中「印」を削る。 

第 5 号様式から第 7 号様式までを次のように改める。 
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第 5号様式（規則第12条関係） 

代 表 者 選 任 （解 任） 届 

年  月  日 

 （宛先）名古屋市人事委員会 

審査請求人            

     年人委（審）第  号事案（  年  月  日付けで提出した審査請求）に

ついて、下記の代表者を選任（解任）したので届け出ます。 

記 

氏名  

連絡先 （〒  -   ） 

     （電話番号          ） 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ 4 とする。 
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第 6号様式（規則第13条関係） 

代 理 人 選 任 届 

年  月  日 

 （宛先）名古屋市人事委員会 

審査請求人（処分庁）             

     年人委（審）第  号事案（  年  月  日付けで提出した審査請求）に

ついて、下記のとおり代理人を選任したので届け出ます。 

記 

1 代理人 

ふりがな  
所属及び 

補職名 氏  名  

連 絡 先 

（〒   -   ） 

（電話番号          ）

2 代理権の範囲（該当の□にチェックしてください。） 

□取下げを含む。 

□取下げを含まない。 

注 所属及び補職名は、職員を代理人に選任した場合に記載すること。 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ 4 とする。 
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第 7号様式（規則第13条関係） 

代 理 人 解 任 届 

年  月  日 

 （宛先）名古屋市人事委員会 

審査請求人（処分庁）            

     年人委（審）第  号事案（  年  月  日付けで提出した審査請求）に

ついて、下記の代理人を解任したので届け出ます。 

記 

氏名 

連絡先 （〒   -   ） 

（電話番号          ） 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ 4 とする。 
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第 8 号様式から第12号様式までの規定中「印」を削る。 

第13号様式から第16号式までを次のように改める。 
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第13号様式（規則第26条、第27条関係） 

文 書 提 出 要 求 申 立 書 

年  月  日 

（宛先）名古屋市人事委員会 

審査請求人（処分庁）            

     年人委（審）第  号事案について、下記のとおり文書提出要求の申立てをし

ます。 

記 

1 文書の表示 

2 作成者氏名 

3 文書の所持者 

   氏名 

   連絡先 （〒   -   ） 

（電話番号          ） 

4 証明すべき事実 

5 証明すべき事実と証拠との関係 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ 4 とする。 
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第14号様式（規則第26条、第29条関係） 

証 人 尋 問 申 出 書 

年  月  日 

 （宛先）名古屋市人事委員会 

審査請求人（処分庁）            

     年人委（審）第  号事案について、下記のとおり証人尋問の申出をします。

記 

1 証人 

ふりがな  

生年月日 年  月  日
氏  名  

住   所 

（〒   -   ） 

（電話番号          ）

連 絡 先 

（〒   -   ） 

（電話番号          ）

2 尋問事項 

3 尋問に要する見込みの時間 

4 証明すべき事実 

5 証明すべき事実と証拠との関係 

注 尋問事項は、個別的かつ具体的に記載すること。 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ 4 とする。 
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第15号様式(規則第32条関係) 

宣 誓 書 

私は、証人として、良心に従って、真実を述べ、何事も隠さず、何事も付け加えない

ことを誓います。 

年  月  日 

氏   名  

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ 4 とする。 

せん せい しょ 

わたくし しょうにん りょうしん しんじつ の なにごと かく なにごと つ くわ

ちか

したが
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第16号様式（規則第26条、第34条関係） 

当 事 者 尋 問 申 出 書 

年  月  日 

 （宛先）名古屋市人事委員会 

審査請求人（処分庁）            

     年人委（審）第  号事案について、下記のとおり当事者尋問の申出をします。

記 

1 当事者 

ふりがな  

生年月日 年    月    日
氏  名  

住   所 

（〒   -   ） 

（電話番号          ）

連 絡 先 

（〒   -   ） 

（電話番号          ）

2 尋問事項 

3 尋問に要する見込みの時間 

4 証明すべき事実 

5 証明すべき事実と証拠との関係 

注 尋問事項は、個別的かつ具体的に記載すること。 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ 4 とする。 
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第17号様式から第19号様式までの規定中「印」を削る。 

 （勤務条件に関する措置の要求に関する規則の一部改正） 

第 3 条 勤務条件に関する措置の要求に関する規則（平成25年名古屋市人事委

員会規則第 3 号）の一部を次のように改正する。 

  第 1 号様式及び同様式別紙を次のように改める。 
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第 1号様式 

措 置 要 求 書 

年  月  日 

（宛先）名古屋市人事委員会 

要求者          

地方公務員法第46条の規定に基づき、下記のとおり措置の要求をします。 

記 

要

求

者

ふ り が な  
生年 

月日 
年 月 日

氏     名  

連  絡  先 

（〒   -   ） 

（電話番号          ）

所     属  

職種及び補職名  

要 求 事 項  

要求をする理由  

交渉経過の概要  

注 1  代表者又は代理人を選任して措置の要求をする場合は、代表者又は代理人が記名す

ること。また、代表者を選任して措置の要求をする場合は、「要求者」とあるのを「代

表者」とし、別紙要求者名簿を添付すること。 

2  「連絡先」欄は、書面の送付先及び連絡を受けても支障のない電話番号を記載するこ

と。 

3  「職種及び補職名」欄のうち職種は、職員の任用に関する規則（昭和33年名古屋市人

事委員会規則第 1号）別表第 1職種区分表を、補職名は、職名及び補職名規程（昭和4

9年名古屋市達第13号）等を参照して記載すること。 

4  「要求をする理由」欄は、勤務条件にどのような問題や影響が生じ、又は生じるおそ

れがあるかについて具体的に記載すること。 

5  「交渉経過の概要」欄は、要求事項について既に当局と交渉を行った場合に、その交

渉経過の概要を記載すること。 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ 4とする。 
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第 2 号様式中「印」を削る。 

  第 3 号様式から第 6 号様式までを次のように改める。 
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第 3号様式 

代 表 者 選 任 届 

年  月  日 

 （宛先）名古屋市人事委員会 

要求者          

     年人委（措）第  号事案（  年  月  日付けで提出した措置の要求）

について、下記の代表者を選任したので届け出ます。 

記 

氏名  

連絡先 （〒   -   ） 

    （電話番号          ） 

注 要求者全員が記名すること。 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ 4 とする。 
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第 4号様式 

代 表 者 解 任 届 

年  月  日 

 （宛先）名古屋市人事委員会 

要求者          

年人委（措）第  号事案（  年  月  日付けで提出した措置の要求）

について、下記の代表者を解任したので届け出ます。 

記 

氏名 

連絡先 （〒   -   ） 

    （電話番号          ） 

注 要求者全員が記名すること。 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ 4 とする。 
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第 5号様式 

代 理 人 選 任 届 

年  月  日 

 （宛先）名古屋市人事委員会 

要求者（当局）          

年人委（措）第  号事案（  年  月  日付けで提出した措置の要求）

について、下記のとおり代理人を選任したので届け出ます。 

記 

1 代理人  

ふりがな  
所属及び 

補職名 氏  名  

連 絡 先 

（〒   -   ） 

（電話番号          ）

2 代理権の範囲（該当の□にチェックしてください。） 

  □取下げを含む。 

  □取下げを含まない。 

注 所属及び補職名は、職員を代理人に選任した場合に記載すること。 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ 4 とする。 
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第 6号様式 

代 理 人 解 任 届 

年  月  日 

 （宛先）名古屋市人事委員会 

要求者（当局）          

年人委（措）第  号事案（  年  月  日付けで提出した措置の要求）

について、下記の代理人を解任したので届け出ます。 

記 

氏名 

連絡先 （〒   -   ） 

    （電話番号          ） 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ 4 とする。 
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第 7 号様式中「印」を削る。   

（公務災害補償の審査の請求に関する規則の一部改正） 

第 4 条 公務災害補償の審査の請求に関する規則（平成14年名古屋市人事委員

会規則第 5 号）の一部を次のように改正する。 

  第 2 条第 1 項中「押印」を削る。 

   附 則 

1  この規則は、公布の日から施行する。 

2  この規則の施行の際現にこの規則による改正前の各規則の規定に基づいて

提出されている申請書等は、この規則による改正後の各規則の規定に基づい

て提出されたものとみなす。 
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名古屋市上下水道局告示第11号 

公共下水道の供用及び下水の処理を次のとおり開始するので、下水道法（昭

和33年法律第79号）第９条の規定に基づき、次のとおり公示する。 

なお、その関係図面は、令和３年７月31日までの２週間名古屋市上下水道局

経営本部営業部給排水設備課、同部営業センター及び同部営業所において一般

の縦覧に供する。 

  令和３年７月13日 

名古屋市上下水道局長  飯 田   貢  

１ 公共下水道の供用及び下水の処理を開始する日 

  令和３年８月１日 

２ 公共下水道の供用及び下水の処理を開始する区域並びに下水の処理を行う

終末処理場の位置及び名称 

公共下水道の供用及び下水の処理を開始する区域 終末処理場の位置及

び名称 区 名 町   名 字 ・ 丁 目 摘 要

港 区 稲 永 二 丁 目  一部 港区宝神四丁目 

名古屋市上下水道局

宝神水処理センター

西 蟹 田  〃 中川区中須町 

名古屋市上下水道局

打出水処理センター

東 蟹 田  〃 〃 

東 茶 屋 二 丁 目  〃 〃 

藤 前 一 丁 目  〃 〃 

藤 前 二 丁 目  〃 〃 
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守 山 区 上 志 段 味 道光 羽根 

羽根前 

〃 北区米が瀬町 

名古屋市上下水道局

守山水処理センター

下 志 段 味 長根 東新田 〃 〃 

中 志 段 味 長根 西原 〃 〃 

緑 区 有 松 幕 山  〃 緑区浦里五丁目 

名古屋市上下水道局

鳴海水処理センター

大 清 水 二 丁 目  〃 〃 

大 高 町 平野池末 南

白砂 

〃 南区元柴田西町 

名古屋市上下水道局

柴田水処理センター

桶 狭 間 西  〃 緑区浦里五丁目 

名古屋市上下水道局

鳴海水処理センター

徳 重 三 丁 目  〃 〃 

鳴 海 町 笹塚 鶴ヶ沢 〃 〃 

緑 花 台  〃 〃 

天 白 区 梅 が 丘 二 丁 目  〃 天白区植田南一丁目

名古屋市上下水道局

植田水処理センター

３ 供用を開始する排水施設の位置 

別添図面のとおり 

４ 供用を開始する排水施設の合流式又は分流式の別 

合 流 式 港区（稲永二丁目、西蟹田及び東蟹田） 

分 流 式 港区（稲永二丁目、西蟹田及び東蟹田を除く。） 守山区 緑 

区 天白区 
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供用開始区域 

供用及び処理を開始する下水道 

稲永二丁目 

排水施設の位置図 

港区（合流式）Ｎｏ．１
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供用開始区域 

供用及び処理を開始する下水道 

排水施設の位置図 

港区（合流式）Ｎｏ．２

東蟹田 

西蟹田 
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供用開始区域 

供用及び処理を開始する下水道 

東茶屋二丁目 

排水施設の位置図

港区（分流式）Ｎｏ．１
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供用開始区域 

供用及び処理を開始する下水道 

藤前一丁目 

排水施設の位置図 

港区（分流式）Ｎｏ．２

藤前二丁目 
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供用開始区域 

供用及び処理を開始する下水道 

上志段味 

 字道光 

排水施設の位置図 

守山区（分流式）Ｎｏ．１

上志段味 

 字羽根 

上志段味 

 羽根前 
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供用開始区域 

供用及び処理を開始する下水道 

中志段味 

 長根 

排水施設の位置図 

守山区（分流式）Ｎｏ．２

中志段味 

 西原 

下志段味 

 東新田 

下志段味 

 長根 
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供用開始区域 

供用及び処理を開始する下水道 

有松幕山 

排水施設の位置図 

緑区（分流式）Ｎｏ．１

桶狭間西 
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供用開始区域 

供用及び処理を開始する下水道 

大清水二丁目 

排水施設の位置図 

緑区（分流式）Ｎｏ．２
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供用開始区域 

供用及び処理を開始する下水道 

大高町 

 平野池末 

排水施設の位置図 

緑区（分流式）Ｎｏ．３

大高町 

 南白砂 
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供用開始区域 

供用及び処理を開始する下水道 

鳴海町 

 笹塚 

排水施設の位置図 

緑区（分流式）Ｎｏ．４

徳重三丁目 

鳴海町 

 鶴ヶ沢 
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供用開始区域 

供用及び処理を開始する下水道 

緑花台 

排水施設の位置図 

緑区（分流式）Ｎｏ．５
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供用開始区域 

供用及び処理を開始する下水道 

市界 

梅が丘二丁目

排水施設の位置図 

天白区（分流式）
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名古屋市上下水道局告示第12号 

公共下水道の供用及び下水の処理を次のとおり開始するので、下水道法（昭

和33年法律第79号）第９条の規定に基づき、次のとおり公示する。 

なお、その関係図面は、令和３年７月31日までの２週間名古屋市上下水道局

経営本部営業部給排水設備課、同部営業センター及び同部営業所において一般

の縦覧に供する。 

  令和３年７月16日 

名古屋市上下水道局長  飯 田   貢  

１ 公共下水道の供用及び下水の処理を開始する日 

  令和３年８月１日 

２ 公共下水道の供用及び下水の処理を開始する区域並びに下水の処理を行う

終末処理場の位置及び名称 

公共下水道の供用及び下水の処理を開始する区域 終末処理場の位置及

び名称 区 名 町   名 字 ・ 丁 目 摘 要

港 区 藤 前 二 丁 目  一部 中川区中須町 

名古屋市上下水道局

打出水処理センター

３ 供用を開始する排水施設の位置 

別添図面のとおり 

４ 供用を開始する排水施設の合流式又は分流式の別 

合 流 式

分 流 式 港区 
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供用開始区域 

供用及び処理を開始する下水道 

排水施設の位置図 

港区（分流式）

藤前二丁目 
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   名古屋市上下水道局指定給水装置工事事業者の指定公告 

 名古屋市上下水道局指定給水装置工事事業者規程（平成12年名古屋市上下水

道局管理規程第54号）第 5条の規定により、次のように名古屋市上下水道局指

定給水装置工事事業者を指定したので、同規程第17条第 1号の規定により公告

する。 

  令和 3年 7月13日 

名古屋市上下水道局長  飯 田   貢  

指定した指定給水装置工事事業者 

指定番号 名  称 代表者 所 在 地 指定年月日 

第 761号 鳥い水道 

㈱ 

鳥居 一 愛知県半田市浜田町 

一丁目27番地 

令和 3年 6月 8日 

第1417号 ㈱なない 

ろ設備 

中川 裕二 愛知県知多市八幡字 

蔵池45番地の 8 

令和 3年 6月15日 

第1520号 ㈱アース 

アンドウ 

ォーター 

山中 正美 名古屋市守山区四軒 

家二丁目 548番地  

ナビシティ四軒家 

 702号室 

令和 3年 6月16日 

第1521号 ㈱建水社 石田 裕路 東京都板橋区大原町 

36番18号 

令和 3年 6月16日 

第1418号 ㈱水田住 

設 

水田 尚宏 愛知県長久手市砂子 

 102番地 ロフティ 

長久手グリーンサイ 

ド 404号 

令和 3年 6月30日 

名古屋市上下水道局経営本部営業部営業課 
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   名古屋市上下水道局指定給水装置工事事業者の廃止公告 

 名古屋市上下水道局指定給水装置工事事業者規程（平成12年名古屋市上下水

道局管理規程第54号）第 9条第 3項の規定により、名古屋市上下水道局指定給

水装置工事事業者から次のように事業の廃止の届出があったので、同規程第17

条第 2号の規定により公告する。 

  令和 3年 7月13日 

               名古屋市上下水道局長  飯 田   貢  

事業を廃止した指定給水装置工事事業者 

指定番号 名  称 代表者 所 在 地 廃止年月日 

第 761号 鳥い水道 鳥居 一 愛知県半田市浜田町 

一丁目27番地 

令和 3年 6月 8日 

第1358号 東海設備 

㈱ 

千頭和 裕 

生 

名古屋市天白区植田 

南一丁目 205番地 

令和 3年 6月15日 

第1417号 なないろ 

設備 

中川 裕二 愛知県知多市八幡字 

蔵池45番地の 8 

令和 3年 6月15日 

第 274号 ㈲志賀管 

工 

松井 徳厚 名古屋市北区中切町 

 4丁目80番地 

令和 3年 6月16日 

第 539号 環境設備 中橋 勇夫 名古屋市中川区押元 

町 1丁目81番地 

令和 3年 6月29日 

第1418号 水田住設 水田 尚宏 愛知県長久手市砂子 

 102番地 ロフティ 

長久手グリーンサイ 

ド 404号 

令和 3年 6月30日 

名古屋市上下水道局経営本部営業部営業課 
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   名古屋市上下水道局指定排水設備工事店の指定公告 

 名古屋市上下水道局指定排水設備工事店規程（平成12年名古屋市上下水道局

管理規程第61号）第 3条の規定により、次のように名古屋市上下水道局指定排

水設備工事店を指定したので、同規程第22条第 1項第 1号の規定により公告す

る。 

令和 3年 7月13日 

名古屋市上下水道局長  飯 田   貢  

指定した指定排水設備工事店 

指定番号 名  称 代表者 所 在 地 指定年月日 

第 761号 鳥い水道 

㈱ 

鳥居 一 愛知県半田市浜田町 

一丁目27番地 

令和 3年 6月 8日 

第1417号 ㈱なない 

ろ設備 

中川 裕二 愛知県知多市八幡字 

蔵池45番地の 8 

令和 3年 6月15日 

第1489号 東海総合 

設備 

田 清太 

郎 

名古屋市緑区鳥澄一 

丁目 520番地 

令和 3年 6月16日 

第1518号 サコト工 

業㈱ 

中里 浩平 名古屋市緑区文久山 

 301番地 

令和 3年 6月16日 

第1418号 ㈱水田住 

設 

水田 尚宏 愛知県長久手市砂子 

 102番地 ロフティ 

長久手グリーンサイ 

ド 404号 

令和 3年 6月30日 

名古屋市上下水道局経営本部営業部営業課 
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   名古屋市上下水道局指定排水設備工事店の廃止公告 

 名古屋市上下水道局指定排水設備工事店規程（平成12年名古屋市上下水道局

管理規程第61号）第 7条第 2項の規定により、名古屋市上下水道局指定排水設

備工事店から次のように事業の廃止の届出があったので、同規程第22条第 1項

第 2号の規定により公告する。 

  令和 3年 7月13日 

名古屋市上下水道局長  飯 田   貢  

事業を廃止した指定排水設備工事店 

指定番号 名  称 代表者 所 在 地 廃止年月日 

第 761号 鳥い水道 鳥居 一 愛知県半田市浜田町 

一丁目27番地 

令和 3年 6月 8日 

第1358号 東海設備 

㈱ 

千頭和 裕 

生 

名古屋市天白区植田 

南一丁目 205番地 

令和 3年 6月15日 

第1417号 なないろ 

設備 

中川 裕二 愛知県知多市八幡字 

蔵池45番地の 8 

令和 3年 6月15日 

第 274号 ㈲志賀管 

工 

松井 徳厚 名古屋市北区中切町 

 4丁目80番地 

令和 3年 6月16日 

第 539号 環境設備 中橋 勇夫 名古屋市中川区押元 

町 1丁目81番地 

令和 3年 6月29日 

第1418号 水田住設 水田 尚宏 愛知県長久手市砂子 

 102番地 ロフティ 

長久手グリーンサイ 

ド 404号 

令和 3年 6月30日 

名古屋市上下水道局経営本部営業部営業課 
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   公告認定対象区域内における一敷地内認定建築物以外の建築物の 

位置及び構造の認定に係る公告 

 建築基準法（昭和25年法律第 201 号）第86条の 2 第 1 項の規定に基づき、次 

の認定対象区域内における一敷地内認定建築物以外の建築物の位置及び構造を 

認定しましたので、同条第 6 項の規定により、次のとおり公告するとともに、 

その関係図書を一般の縦覧に供します。 

  令和 3 年 7 月16日 

名古屋市長  河  村  た か し 

1  対象区域 

名古屋市名東区梅森坂四丁目 101 番、 102 番及び 201 番  

 2  縦覧場所 

 名古屋市中区三の丸三丁目 1 番 1 号 

 名古屋市住宅都市局建築指導部建築指導課 

 （名古屋市役所西庁舎 2 階） 

 3  縦覧日時 

 名古屋市の休日を定める条例（平成 3 年名古屋市条例第36号）第 2 条第 1 

項に規定する本市の休日以外の日の午前 8 時45分から午後 5 時15分まで。た

だし、正午から午後 1 時までを除きます。 

名古屋市住宅都市局建築指導部建築指導課 
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   農業委員会総会の開催公告 

 農業委員会等に関する法律（昭和26年法律第88号）第27条第 1項の規定に基 

づき名古屋市農業委員会総会を開催するので、次のとおり公告する。 

  令和 3年 7月16日 

                名古屋市農業委員会会長 岩田  公雄  

1 開催日時 

令和 3年 7月20日（火）午後 2時00分 

2 場所 

  名古屋市役所西庁舎12階 西12Ｃ会議室 

  名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

3 議案 

第45号議案 農地法第 3条の規定による所有権移転許可申請について 

第46号議案 農地法第 3条の規定による賃借権設定許可申請について 

第47号議案 農地法第 5条の規定による使用貸借権設定許可申請について 

第48号議案 生産緑地に係る農業の主たる従事者の証明願について 

    第49号議案 相続税の納税猶予に関して引き続き農業経営を行っている旨

の証明願について 

第50号議案 相続税の納税猶予に関する適格者証明について 

第51号議案 相続税の納税猶予に係る利用状況の確認について 

第52号議案 農業経営基盤強化促進法第18条第 1項の決定について 

                  名古屋市農業委員会事務局農政課 
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名古屋市人事委員会の人事異動 

鈴木  典行委員は、令和 3年 7月 8日選任された。 

 西部 啓一委員長は、令和 3年 7月12日選挙された。 

 市橋 克哉委員は、令和 3年 7月12日委員長の職務を代理するものとして指 

定された。 
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   職員の懲戒処分 

地方公務員法（昭和25年法律第 261号）の規定により、次の者を令和 3年 7 

月16日懲戒処分に付した。 

  令和 3年 7月16日 

名古屋市交通局長 小 林 史 郎  

所属及び補職名 処分の内容 処 分 理 由

交通局運輸主事 
減給10分の 1 

5日 

地方公務員法第29条第 1項第 1号

及び第 3号 

交通局運輸主事 
減給10分の 1 

6日 

地方公務員法第29条第 1項第 1号

及び第 3号 

交通局運輸主事 
減給10分の 1 

6日 

地方公務員法第29条第 1項第 1号

及び第 3号 

交通局運輸主事 
減給10分の 1 

7日 

地方公務員法第29条第 1項第 1号

及び第 3号 

交通局運輸主事 
減給10分の 1 

7日 

地方公務員法第29条第 1項第 1号

及び第 3号 

交通局電車運輸主事 
減給10分の 1 

8日 

地方公務員法第29条第 1項第 1号

及び第 3号 

交通局電車運輸主事 
減給10分の 1 

8日 

地方公務員法第29条第 1項第 1号

及び第 3号 
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